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は じ め に
1 各国の法人税制に共通する問題点
(1).法人税の艇嫁と帰着
(2 )経済的2重税の挑除ないし調整
(3) f#入金の俊遇と株式発行の差別 

2 法人税制の型とその問題点 .

■(1) 独立税聖法人税
(2) 2段階税率型法人税
( 3 ) インピュチ-̂ シaッ型法人ぜ
(4 )完全統合型法人说

3 法人税制の型と貯蓄.投資
(1) 配当重課の効果をめぐる対立点

(2) 配当重課の量的効果と質的効果

(3 )論争に関する暫定的結論 
4 まとめ

1.各aの法人税制に共通する問題点

r連邦歳入制度における重喪性にもかかわらず， 法人税は少なからず論争のチーマとなってい 

る」 と PeQhman力'レ指摘しているように，わが国のみならず西欧生耍諸国の法人税制には共通した

) 小論は昨年，r林栄夫先生還暦紀念論文集J1に寄稿の予定で構想されたが，当時傘者の-身辺がその余裕を許さなかった 

ため，今回, 想を新たにまとめたものである。還曆'をめでたく迫えられた林栄夫先生に遅れぱせながら於げるものであ

るd .
-. ■ ‘ 
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は じ め に

現代の各国法人税制は本来あるべき姿を見失ったまま動揺に動揺を重ねている。法人税制のあり 

ガについては，従来，公平の観点から疑義が出されることが主であったが，. しかし近年にいたって， 

法人税制のもたらす経済効果をめぐって数々の疑念と批判• 皮批判が相続いて出されるようになっ 

た0 小論では法人税の型にしたがい，経済効果がどのように異なるかについて，批判的換討を試み 

ることにしよう。 ノ

古 田 精 司

法 人 税 制 の 型 と 経 i斉 効 果
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問題点が未解決のまま殘されている。. 大別すれぱそれは3点に絞られている。V、ずれもそれは法人 

税制の経済効架をめぐる問題点であるが，小論ではとくに法人税制の骨組みに银中することにする。

(1) 法人税の転嫁と帰着

r法人税負担は果して法人企業以外の経済主体一一消費者，貧 金 • 傳給稼傳者に転嫁'されている 

のかJ という疑問は，おくしてかつ新しい間題である6 Pechmanによると，アメリ力では大多数 

の人々が法人税は株主，消費者, 労働者により★担割合はともあれ負ia され，株主だけが負担する 

ものではないと信じられている。おそらくわが国の現状もァメリカとあまり変りないと思われる。

しかし，法人税の転嫁と帰着は臆測や信念といった主観的要因で決定される問題ではなく，市場 

の メ 力ニズムという客観的プロセスを注視することによってのみ解決できる問題である6 したがっ 

て，それは経済科学の画有の問題領域に厲している 

けれどもまた残念ながら，世界の辱済学界の現状では，法人税のま嫁と帰着をめぐる驗争は依然 

として継続中であり，近い将来に最終的結着がえられるという見通しは与えられていない。世界各 

国それぞれの学者の意見を総合してみても， とのような悲観的状況を再雄g忍することができる。

( 2 ) 経済的2 重課税の排除ないし調整

ここでいう「経済的」 2 重課税とは，企業段隙では法人jfr得として法人税がせられ，ついで株 

主段階では配当所得として所得税が課せられる。つまり配当が:ik業段階と株主段階で2 度課税され 

ることを指す。「経済的」 という形容詞は，海外からの配当送金が外国と自国において2 度課税さ 

れ る 「国際的」 2 重課税と区別するために用いられている。

問題の次元が法人• 個人の2 重課税の是非にあるのではなく，法人税♦所得棟の負担合計が同額 

の他種所得に対する所得税の負担と比較してバランスしているかどう力、，という水平的公平の間題 

であることはわが国でもよく知られるようになった（もっともわが国では，現在でも擬制説か夷在説かと 

いった会計学的ないし税法学的概念一いわゆる法人の本質論一を専ら廣りとした議論が残存しているこ とも事 

実である)。最近，海外の学者と2 重課斑問題に関し議論を重ねる機会をもったが，法人税制の仕組 

みが異なるにしたがい， どのような異なった^ 済効果が生ずるか， という側面に力点がおかれ，水 
平的公平の面ははとんど譲論の対象とはならなかった。こ の 点は，たと え ば 『O E C D 加盟国の法 

人税制』において，経済的2 m課税を緩和しない法人税制は, 法人▲業間の資源:配分と企業組織形 

態の選択に対し，差別的かつ亦中立的影響をおよぼす点に批判が集中レている事突を考え合せれば， 

予想したとおりといってもよい。それは公平の観点を軽祝するというのではなく, 経済的2 重課税 

ひいては所得?分配という観点だけから法人税制の仕組みが適択されるととはないことを意味して 

いる。

ついでながら同報告書では，公平の観点と並んで短期的総需管迎の観点もまた法人税制の仕組み 

の選択に当り2!-要な耍因とはみなされていない。大低の0 E C D 諸国では総税収に占める法人移I

---16 (928)
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法人税制の盤と経済効果

のウよイトはわが国よりかなり低いため，斬得再分配と経済安定のための政策手稗として，法人税 

の果す役割は相対的に小さくなるから，他の政策手段（たとえぱ付加価値税）が重要な喪因とされる 

のであろう。 > • •

(3) 借入金の優遇と株式発行の差別

法人4k業からみれば, 支仏利子は法人税の計算上損金に算入され非課税とされるのに対し，配当 

については益金に算入され課税されるため，税制の面で借入れによる資金調達は優遇され株式によ 

る資金調達は「差別待遇J をうけている。したがって，資金調達にあすこって借入金に依存するほう 

が株式発行に依存するよりも資金コストは安くなる。この効果は法人税率が50%前後という高い水 

準にある今日では，戦前の10%に満たない飯税率にくらべると，一層いちじるしいと考えることが 

できる。 .

わが国ではこの効果はつとに強調されていたが，アメリ力でも戦叙の投資プームを経てI960年代 

と70年代初頭のインフレ期待の高まりとともに次第に注目を集めている。事実，アメリカ'#造業法 

人の自己資本比率は，1927〜29年では85%であったが，1957〜61年では80%に低下し，1%4〜67年 

には7 5 % ,さらに1968〜71年では67%と間断なく低下の傾向をたどっている。

. .  •

2.法人税制の.型とその問.fe点 .
* . .

法人税制の望ないし仕組みには多数のヴァリューショがありうるが，経済的2 重税の調整と

いう観点からは, そのネ半は表1 にみるとおり 

である。けれども，欧米をはじめとする現代法 

人税制の型は，独立税型法人税，. 2 段階税率型 

法人税，インピ4 チーション型法人税，完全統 

合型法人税という4 つの基本的タイプに分ける 

ことができる。こ' こで，独立税型とは法人税と 

所得税の相互独立を指し2 重課税の調整はなん 

ら行わないのに対し，完全統合望とは両税の2 

重課税の完全調整を&指す税制である。そして 

後述のように， 2段階税率盤とインピュチーシ 

a ン型は前2 者 の 中 間 に 位 置 し 通 常 r部分統 

合盤j とよばれる仕組みの法人税制を指してい

表1 法人税制の型'

[ ェ]法人税廃止
m 独立税型法人税制

[皿] 部分統合型法人税制
(1) 支&配当控除型
(2) 2段階税率型

(3) インピュチーション型

(4) 受取配当税額控除型

(5) 受取配当(所得)額控除型

m 完全統合型法人税制

(1) 徹制配当型
(2) 組合課税型
(3) 譲渡利得税型
(4) 棚卸法型

はじめに独立税塑， 2 段階税率型,インピ

* ) 法人税制の型（ないし货組みまたは仕組み）に関す 
る包括め説明については，たとえば, 沖藤半弥〔I ), 
またはJ. A. Pechman C25〕を参照された:い。小論 
ではアンダーライン'のある型が究極的に還ぱれるべき 
法人税制であると想定した上で議論の対象とされて'̂、 
る。ただし，HMは1H- 2の極端なタイプであり，また 
各タイプの混合型がありうることも情意されたい《

17 (929)
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チーシ3 ン型，完全統合型のそれぞれにっいて簡単に説明し，また各々のもつメリットとディメリ 

ッ卜を概観してみよう。

(1) 独立税型法人税

法人税制の最も古典的な型に属し，法人を株主から独立した経済主体であると観念し，法人にぱ 

法人税を，株主には新得税をそれぞれ切り離して課税しようという方式は，通常，古典的方式（clas- 

Sical system)まだは独立（絶対）方式 (absolute system)ないしは分離主体方式（separate-endty 

system)と呼ばれている法人税制である。この型の法人税制は，わが国では実在説的法人较として 

よく知られている0

いまr 。を法人所得（利潤) , r 。を法人税引き所^# (利潤)，D を株主の受取配当，R を法人留 

保所得，’A を個人所得税とし，かっソCを法人税率， を配当性向， を眼界所得税率とすれぱ， 

次式がえられる。

(1) =
(2) =
(3) R ^ H - d X l - t o W c

(4) Ti^tid<il-to ')Y\

したがって，法人企業より支払われた配当に対し法人税と所得おが2重に課税されると，その上 

積みの眼界2重課税率は • .

⑤ tc+cl*,tc*h

で表わされる。かくて，配当性向を高めれば高めるだけ（0<ゴ< 1であるから)，配当に対する限界 

2 重課税率は高められる,ことになる。それゆえ企業と株主の合理的行動を前提とすれば，2重課税 

により配当支払いは抑制され法人窗保が促進されよ.う。またこのため独立税型は配当重ぽの法人税 

制とみなされている。 '

では独立税型法人税はいかなる経済効果をもたらすとされているの力、。この壁の法人税の最も熱 

烈な擁護者として知られているN. Kaldorによれぱ，それは部分統合型法人税にくらべると,次 

のような3りのメリットがあるとされている。 /

第 1に，部分統合型ならぱ50%の法人税率で徴収やきる税収が，独立税型ならぱ3Qないし35% の 

税率で足りるであろう。なぜなら部分統合型では，2段階税率型であれインピュチーショシ型であ 

れ配当が減税されるからである。この時，部分統合型の相対的に高い限界税率は投資の限界分を胆 

害することになろう6 逆に,独立税型の低い限界税率は投資の限界分を相対的に胆害するととが少 

ないといってよい0

第2に，部分統合型ならば，留保利潤の割合の多い会社はより多くの法人税を納税するが，配当 

性向の高い会社はより少なく納税することになる。ところが公開会社に関する暇り，窗保利潤と投

■—— 18 {930')
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資水舉との間には密接な相関関係がある。成長会社は内部資金も必襄だが外部資金も必要であり， 

両者は補完關係にあって代替開係にあるのではない。窗保利潤が多ければ多いだけ借入れも多くな 

り，成長会社の成長潜在力が実現される可能性が高まることになる。独立税型ならば,®保利潤の 

割合の多い会社はそれだけ成長潜在力がより'多く宾現されることになろう。

第 3 に，部分統合型であれぱ株主の消費が促進され貯蓄が阻害されるであろう6 その理由は,配 

当所得の消費性向はキヤピタル* ゲインの消費性向よりも高いとみなしうるからである。したがっ 

て，部分統合型法人税のもとやは相対的に配当が促進されキヤピタル• ゲインが減少するから，株 

主め消費は増大するはずである。独立税型であれぱ株主の消費が促進されるよりは貯蓄が促進され, 

それは完全雇用政策を前提すれば成長を促進することになろう。

K aidorの主張するようなメリットが果してそのとおりか.どうかは，次節で換討することとし， 

とこでは差し挫えよう。要するに，Kaidorは歳入上の観点および法人貯普と法人投資ならびに経 

済成長促進の観点から独立税趣を高く評価しているが，同時に独立税型法人税制は税務行政上の简 

使さという点で他の型の法人税制にくらぺ優位に立つことも強調していを。

では逆に独立税型法人税制わもつ経済効果でディメリットとみなされる側面はなにが。最近，完 

全統合型を推奨する人々のなかでもC. E. Mclure, J r . の主張が目立っている。 独立税型を批判 

するかれの論点を要約すればつぎのごとくなろ.う。

第 1 に，法人税が独* 税型であれば，法人業の資本所得は非法人企養のそれにくらべ税負担が 

重くなり，その結果, 法人と非法人間の資本の配分は非効率とならざるをえない。この種の非効率 

性は， A. Q. Harbergerにより経済理論の上では[厚生の損失j として定式化され,アメリカで 

は国民所得の0.5% , 金額{'こして年 間70億 ドルにものぼるとされている。この批判点は，独立税型 

法人税制の生みだす資源配分上の非効率として最近ではよく知られるようになった。

第 2 に，法人の留保所得は，個人株主の段階で所得税が課される配当にくらべ税負担が経くなろ 

う, o この税鱼担の軽減は，留保所得の増加を反映して上昇する株価からもたらされるキヤビタル• 

ゲインを考慮に入れても，キヤビタル• ゲイソ自体が優遇税率を課されるのが常であるから,やは 

り当てはまるといえる0 その結果, 法人留保が蓄積されて長期キヤピタル. ゲインが発生すること 

になるが，発生の@度は高所得の株主の限界税率とプラスの相関がある。高所得の株主は配当性向 

の低い法人の式を購入するはうが有利である。そうなれぱ，法人は内部資金で資本を調達しよう 

とすることはあっても，資本市場で新株発行により調達しようとはしないであろう0 

第 3 に，配当所得に対する法人税と所得税の2 重課税とは，本来他種所得おの間の水平的公平を

搜乳するがために問題とされたことはす' こ述べたとおりである。独立税型法人税制はこのような
. '

水平的公乎ぱかりでなく直的公平も擅-;5しするであろう。なぜなら，低所得の株主は法人源泉所得 

については他種所‘得よウも高い実効税审をia担しているのに对し, 高所得の株主は法人源;所得に

— 19 (9BV)一一一-
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ついて他糖所得よりも低い実効税率を負担していることがありうるからである0 高所得の株主が版 

い配当性向の法人に■投資し，その桃式を長期間にわたり保有するならば，極端な場合，その株主が 

死ぬまで当該法人がゼロ配当を統けると，所得税の最高税率（アメリカで70% ) を免れて法人税率 

(同48% )を鱼担するだけで済むことになる。

要約すれば，独立税型であれば資源配分上の非効率（株式よりも借入金に法人の選択を偏らせる点も 

合めて）を生みだすぱかりでなく，水平的および垂直的公平という基準にも背反し所得再分配め上 

で好ましくない効果をもたらすことなる。後者の観点はR. A. Musgraveが 「公平の概念を基 

礎とする制度ゆおいては絶対-的法人税の存在理由はな'̂ 、J と主張するところと軌を同じくするもの‘ 

である。

(2) 2段階税率型法人税

との望の法人税制は留保よりも配当に低税率を適用するため，2段階税率型（split-rate or dual 

rate or double rate system)と呼ばれている。わが国の法人税率は年所得700万円超の場合，留保 

に40% ,配当に30%という2段階税率が適用されているため，一奴には「支挺当軽課法J とも呼 

ぱれている。どちらの呼名にしたがっても，法人段階で® 当軽課（dividend relieりが行なわれてい 

る点では同じである。同じく法人段階で支仏配当め1部または全額を控除する「支払配当控除法J 

(dividend-paid credit or deduction system )ともそめ効果の点ではHI一"である。か.りにギルシヤ

のように&^^段階で支払配当には税率がゼロとされれぱ，それはいわゅるf■支払配当損金算入法J 

と同じである。

ここで留保所得に対する法人税率をら, 配当に対する法人税率をら，雨者を総合した法人税率 

を t o とすれば

(6) tc~ r̂C 1 一ゴ）+ら. ゴ，

いま法人所得全額が支仏配当にあてられ留保所得ほゼロ（ゴ+らニ1 ) と仮定すれば,

ゅ ゾe ニー厂らご^
したがって，留保所得に対する法人税率もと支払配当に対する法人税率U との較差が大であれ 

ぱあるはど，総合法人税率はそれだけ低下することになる。一般に，支払配当を促進する目的をも 

って，配当所得に対する法人税率は支払配当に対する法人税率よりも相対的に軽課されているが, 

•その較差が旧けば開くはど企業が支拓配̂当を墙大しようとする蔣因は高まるであろう。

では-支仏配当極課という特徴をもつ2段階税率型がもつメリットとみなされる効果はなにか要約 

してみよう。

第 1.に, 法人部門内部における资源配分の観点からは，配当軽課による支'仏配当の増大が資本市 

場への資▲の遺流を促進し，资本市場のもつ廣源配分機能を強化する点が举げられよう0 2段階觀
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'率型が配当を刺激するかぎりにおいて贊本市場の選別機能が強化され，それにより法人投資の質が 

高められるで、あるう。なぜなら，配当が刺軟されるかぎり，新設•成長法人が資本市場において資 

.金調達に成功する可能性が高まり，効率的な法人投資が行なわれると期待ズ、きるが，そうでないか 

ぎりでほ既設• 成熟法人は® 保所得に依存して安易な投資に踏みきるかもしれない。その結果，効 

律的投資が促進され非効率的投資が抑制される館族においT , 適者生存 (survival for* the fittest) 

が達成され肥者生存（survivね1 for the fattest)が抑制されるであろう。

第 2 に，水平的公平の基準からも， 2 段階税率型であれば配当に対する税倉担が輕減され配当が 

促進されるかぎりにおいて，いわゆる2 ||課税が緩和/されることになろう。また累進所得税の適用 

範囲もキれだけ拡大されることになろう。そのかぎりでは水平的公平のみならず垂直的公平の基準 

を満たしていることになる。し;̂ 、し，配当は軽減されても窗保が殘されている以上（またそのゆえに 

部分統合でしかないが)，水平的公平の基準も垂直的公平の基準も完全に.満たすことはできない。低 

:所得の株主に帰属する留fe分は最高法人税率で課税されるが，その税率は他鍾所得の限界所得税率 

よりはるかに高いはずである。ところが高所得の株主に帰属する留保分は，同じ最高法人税率で課 

税されても，その税率は他種所得に対する法定税率を下回るのが通常である。

2 段階税率型がもつメリットは以上で尽きるものではないが，ディメリットもまたメリットとう 
. . .

ちはらの関係にある。 V

第 1に，法人段階で支仏配当が軽課されるため法人税負担が減少し，その限りでは投資に好まし 

:い影響を与えるかもしれないが,反では配当が促進される限りにおいて再投資のための資金量が 

'削減され投資を抑制することになろう。とのような投資抑制効果は，とくに資本市場に近づくとと 

が困難な中小法人に著しく強く作用するはずである。したがって，市場で資本調達に困難を覚える 

'中小法人からみれば， 2 段階税率型は留保の決定と配当政策という本来ならぱ企業の自由意志に委 

-ねられるべき経営政策に政府が不当に干渉するものであると受けとられよう。

第 2 に，水平的および垂直的公平という基準に照してみると，すでに述べたように2 段階税率型 

<は不完全かつ部分'的にしか基準を満たしてい：̂ぶい。配当所得と‘留fe所得および他種個人所得という 

3種の得間の税資担をまったく均等化するためには，後述するような完:^統合型をまつほかは 

'ない。
第 3 に，税務執行上の難易からみれば， 2 段陪税率型は独立税型にくらべ容易ではないといえよ 

う。まず法人段階で配当輕課が行なわれるため，配当に対する源;t 徴収を庚施するととが必要とな 

ろう。それとともに法人間配当に対する追加税と配当軽課の期間制限の問題も避けることはできな 

い。また独立税型の税率にくらべ一定の歳入を確保するためには，留保に対する税率がかなり高く 

力:るととも避けられないといえよう。

法人税制の型と経済効果
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(3) インピュチーシヨン型法人税

いま1つの部分統合型の法人税制は，法人段階ではなく株主段階において受取配当に対する控除 

を与えることにより2重課税を調整しようとするものであり，一般に「インピュチーシg ン方式J 

(imputation method)と呼ばれている。その特懷は，法人税のうち配当に課せられた部分を法人が株 

主に代って納付した所得税とみなす（つまり所得税に帰属imputeせしめるとし），また他方では株主 

が所得税を計算するさいに受取配当に加えてその配当に課せられた法人税額を加算（いわゆるグロス 

. アップ）するところにあるので,わが国ではrグロス，アップ方式J (gross-up method) としてよ 

く知られている。端的にいえば，法人税は所得税の前払いとみなす立場である。たとえば1965年以 

前まで採用されていたイギリスの伝統的な「全額グロス• アップ方式」は，配当分の法人税をすべ 

てグ ロ ス ♦アップして所得税額から控除ずるという意味では，極端なタイプのインピュチーシa ン 

方式と考えてよい。またフランスが1965年から採用した「半額グロス• アップ方式j は，株主に对 

し配ぎに課せられた法人税額の半額に相当する税額控除を認めているから，配当に対する法人税と 

所得税の2重課税の完全調整にはほど遠いわけである。 ‘ ,

「全額グロス• アップ方式J を式で表わせば，次式のごとくなる。

(8) ニら{ (1 te)D^ ]r 一tcD' ニ（J i - tc)iy

ただし, ぴ は課税前支払配当である。この方式によれば，配当に対する法人税と所得税の2重課 

税は完全に桃除される。（8)式でみるとおり，所得税率らと法人税率ifcが等しいとき所得税はゼ 

ロとなる。もとらが異なるときは追力n課税または還付されるから，法人税課税前の配当びに斬得 

税率が課されるのと同様の結果がえられる。 . , .

[半額グロス•アップ方式J のように税額配当控除率が1 /2と定められた場合も含む一•般的ヶ一 

スは次式で表わされる。

( 9 ) ( 1 - £ 0 ぴニ^ / (1- ' ぁ  .

ただしD * はグロス• アップ制での配当，れま税額配当控除率である。いま配当性向が1であ 

ると仮定すれば, 次式がえられる。 - • .

(Id. r ',二 ぐ

このとき，配当を受けとる個人株主の所得税の実効税率は，次式で表わすことができる。

一（1-わ/)*-ぐ* ぃ , '

(1 一 ffW* ~ l- f f
- ■

すなわち, 課较前法人所得y/。から受取配当（1 一ダ）/ ) * と税額挫除gD* を差し引けぱ枕主の 

所得税: が算出され，それとy / e との比率でまわされている。 ■

インピュチーシ3 ン型も2段階税率型もともに部分統合型であるが，前者は枕主段階で後者は法

—— ■ 22 (P54) *■"*—^
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人段階での2 重課税の調盤法であ:f)ため, まったく異なった構造を備えているようにみえる。しか 

し配当軽課という点では， どちらの型を採用しても，株主の税引後の受取配当を同一にするよう雨 

型を相互に転換することが可能である。すなわち，留保に対する法人税率が等しく，かつ2段階税 

率型におけ•る税率格差とインピュチーシg ン型における配当控除率とを等しくすれぱ,配当に対す 

る実効法人税率は商型の間でまったく同"^となる。いま留保所得に対する法人税率らと法人税率ら 

が等しいとすれば

M t 一 ___ らニ_g一

型ン3シ

1

チ ピ
'

ン ィ，

\
-

-

-

-/

ので
率 

型
说 

.率
効
I階

税 
段
得 

2

所 での所得税実効税率

したがって， 2 段階税率型における税率較差（ら一む）と配当税額控除率とがぎしければ,配当 

に対する法人税の実効税率は同じとなろう。 ’

具体押を挙げればもっと分かりやすくなろう。窗保分に50%税率と配当分に16.6?%税率という

2段階税率型は，法人税率50%と配当控除率:33.33%というインピュチーシa ン型と同様に配当軽 

課という点でまったく同一の効果を発揮する。また逆に法人税率50%と配当控降率30%というイン 

ピュチーション型と，ぽ保分に50%税率と配当分に20%税率という2段階税率勘とについても同様 

にいうことができる。したがって部分統合による配当軽課の程度さえ決まれば,雨型のどちらを優 

先するか両型のもつ他のメリツト，ディメリットのf t較評量によって決められるであろう0 

ここではインビゴチーション型と2 段陪税率型のメリット，ディメリットを主として比較してみ 

よう。単純化のため，雨型のもつ資源配分の効率性と所得分配の公平性に与える効果は同一と仮定 

しておく。それでも次のような相違点は指摘しておく必要があろう。

第 1に，Pechmanが指摘するよう-に，インピュチーシg ン壁は2段階税率型—— とくにその極 

端な型である支払配当控除法—— にくらべると法人貯蓄を胆害する度合が少ないから，このメリッ 

トス着旧すれぱインピュチーション型が俊先されることになろう。法人の立場からは， 2 段階型セ 

あればま:払配当を増加すれば法人税額が減少し，借保を増加すれぱ逆に増大する0 ところがその他 

の盤の法人税制では，法人の配当性向により法人税額が変わることはない0 その限りでは2段階税 

率型は法人貯蓄を阻害する度合が最も高いといえよう。けれども，同族法人のように法人税のみな 

らず株主の負担する所得税も考慮に入れるとすれば，配当を促進する効果は株主の負担する所得税 

の限界税率により決まるはずである。インピュチーショソ型の配当控除率と2 段階税率型の税率格 

差による減税率が，所得税の限界税率を上回るかぎり配当促進効来が働くが，下回れば逆に配当抑 

制効果が作用するであろう。

第 2 に,インピュチーシa ン型と2 段階税率型は配当軽課という点で同一の効果を発揮すること 

はすでに述べたが，この効果を国際的{:こも発你させるためには，インピュテ一ション型においては

—一 23 (P56)---
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配当控除を外国の株主にも与えねばならなぃ。なぜなら同盤の特徴は受取配当が所得税税引後 

of income tax )として支払われるところにあるが, 2段階税率塑では配当には法人税と所得税の両 

税が課されているからである6 ところ力';,もしも当該外国との間に租税条約が縮結されてぃなぃと 

きは,' インピュチーション型の下では原則として外国の株主には税額控除請求権は与えられなぃ0 

すなわち，外® の株主には所得税を納付したとはみなさず，受取配当につぃて所得税がさらに徵収 

されるのが速常である。そこで互恵to立場から租税条約を綺結するとき，税額控除請求権を外®の 

株主にも認めるという意味で譲歩できる立場に立ちうるのはインピュチーシg ン型を実施している 

場合であり，2段階税率型の場合ではなぃ。これゆ条約交渉上優位な立場に立ちうるとぃう意味で 

インピAチーシg ソ型のメリッ, トに数えることができよう。

第3に，外国の株主に税額控除請求権を認めなぃとすれば，インピュチーシg ン型は2段階税率 

型よりも外国のf t主からより多くの税収をあげうるであろう。習保と配当を"̂ 括課税するインピュ 

テーシa ン型が外国の株主から多額の税収をもたらすから，’外国への税収の流出をチェックしうる 

とぃう歳入上のメリットも忘れてはならなぃ。なぜならイギリスでは，1973年の税制改正に当り両 

型を比絞検射したのち，とめような国際租税面のメリットを認めてインピュチ'•■シ3 ン型を採用し 

たとされてぃるからである0

次に，インピュT —ション型がもつディメリットについて考えてみよう。

第 1に，イ:ノピュチーション盤では2段階税率型よりも実効法人税率は高くならざるをえな、か 

ら，それだけ税引後の収益率を引下げ投資を抑制する効果が強く働くかもしれなぃ。ただしこの推 

論は，法人貯蓄の場合と同様に，投資の意思決定に当り法人が法人の負担する法人税(地方税も含む) 

のみならず，株主の負担する所得税（同じく地方税も含む）をも考慮に入れるとすれぱ，当てはまら 

ないであろう。

第2に，インピュチ…ンa ン型は2段階税率型と異なり株主段隙で配当軽課が行なわれるため， 

株主全体につぃて税額控除なぃし遺付を行なうとぃう税務行政上の煩雑さは免れなぃ。この種の難 

点は税務当局側の徴税費だけでなく株主側の応諾費（compliance cost) も含めて測定される必要が 

ある0 そのとき，2段階税率型であれぱ疼人段階で配当軽課が行なわれるため税務行政上の費用は 

少なぃとぃえよう。

(4) 完全統合型法人税

との型の法人税制は，法人税と所得税を完全に統合するため，法人斬得は留保やあれ配当であれ 

株主に本来掃嵐すべき所得として极うから，法人税には株主の所得税にとっての源嚴徴収税とぃう 

役割しか与えられてぃなぃ。株主からみれぱ，法人所得はすぺてその年に配当されたものとみなさ 

れ株数に応じて配分され，株主の他IS所得と合算したうえで所得税額を申告することになる0 をの 

点では，たとえば給与所得者が雑所得（原稿料，講演料など）もある場合，給与所得と雑新得を合算

一 24 {930)—
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したうえで改めて総合所得税額を申告するのと同じである。

したがって, 「完全統合型J における所得税負担は次式のとおり.である.

ニら F'e
この方式は一"般に r組合課税方式J ' (I>artnership method)と呼ばれ, ’ 株主を組'合貴と同様にみなし

. .  . : , . ■
配当のみならず留保も所得税の課税対象とし》法人税負担は完全に钟除される。

もともと•'総合所得税制J という建前は法人所得も含むすべての所得に累進所得率が適用され, 

法人所得とめ間の鱼担の均衡が完全に達成されてはじめて貫傲される。2段階税率型もインピュテ 

ーシ3 ン型もともに配当だけを調整するにすぎないから部分統合（partiね integratiort)であるが， 

gB当であれ销保であれ法人所得すべてに新得税が課されるという点で完全統合（fu llゅ total integ

ration) は最も徹底した解決策と呼ぶことができよう。この解決策はfc税の上で法人所得を組合の 

利益課说の場合とまったく同じよきに扱うため，組合課税法として古くから知られている方法と同 

じである。 '

けれども1966年に発爱されナこカナダのカーター委員会報告書（the Carter Report)は，この古く 

からあるアイディアに最も現代的な仕組みを与えたと評価されている。その特徴を筒条#きすれぱ 

次のごとくなろう。

. ( i ) 法人税率は50%とし所得税の最高税率は80%から50%に引下げで法人税率と等しくする。

(H )法人は法人税を支払ったのち配当を株主に★払うが，窗保を株主に[割当てj ‘ることは法人 

の任意に委ねられている。 •

(iii)株主は受取配当と「割当てJ られた留保にf果税されている法人税分だけ税額控除をうける◊ 

この税額控除は株主の他種所得を释合した所得に対する所得税まに適用される。 '

(iv )高所得の株主は法入所得が法人税率で課税され，そのあと「割当て」なくして法人に窗保さ 

, れてもなんら得るところはない。なぜなら, 「割当でJ のあるなしに拘わらず，法人所得は50

%め税率で課辨されるからである。 ‘

(V )低所得の株主は留保の完全「制当てJ をするよう法人に迫るであろう。なぜなら,低所得の 

株主は「割当てJに対し低い限界税率が適用されるから, 50%の法人税に対する税額控除（そし 

てまた遺付）を受けるためには•■割当て」を必要とするからである。したがって，留保を株主 

に r割当てJ ることが法人め任意に委ねられているとはいえ，実際には完全統合へのプレッシ 

ヤ一が働く.こと.になる。

(v i)桂/保の「割当て」が行なわれたときは，r-割当てJ られた留保と株式めキヤビタル•ゲイン 

の2重課税を避けるため，キヤピタル‘ ゲイシの算定に当り株式の取得原価は増額され，その 

後の配当のさいには減瓶される。 .
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(viHすでに株主に「割当て」られかつ課税された留保所得から支払われる配当は，もろちん無说 

である。

(kli}かくて株式の売却によるキャピタル♦ゲインは完全に課税され，キャピタル• ロスは完全に 

控除される。ただし，僵保所得に对応したキャピタル.ゲイン以外のゲインとして知られる 

「グ.'ッド.クイ.ノレ.，ゲイン」（goodwill, gains).は課联されない。

次に完全統合型がもたらす链済効来のうちメリットと考えられるものを要約しよう。

第1に，資源配分の効率という基準からみると，完全統合型は配当と留保に対してまったく中立 

的であるo 'というのは，配当，窗保のいかんにかかわらず法人所得はすべて株主の所得税率で課税 

されるからである。資源配分に対する中立性という点で完全統合型が高く評価されているのもこの 

理由え、らである。

第2に，法人所得は配当，® 保のいかんに拘わらずすべて個人所得に総合され累進税率が課され 

るため，総合所得税制(comprehensive income tax system) とう水平的かつ垂直的公乎の基準を 

最もよく満たすシステムに包含されることになる。

このようなメリットのため，前節で指摘された問題点3つのうち2つは解決されている。第1に, 

配当に対する2重課税は配当のみならず窗保も含めて徹底して排除されている第2 に，株式発行 

と借入金という資を調達のどちらについても，完全統合型であれぱ法人段階でなく個人段階で配当 

も利子も課税されるため, 法人税制がどちらかを差別しまた優遇するという欠陥もまた除去されて 

いる。

完全統合型は法人税制のタイプとして原理の上では理想聖とされ，カータ一方式は世界の財政学 

者から広く賞讚を港びた。しかしカーター方式がガナダで結局は採用されなかったように，完全統 

合型はそれなりにディメリットも免れることはできない。ここではアメリカめ現実を考慮した上で 

PechntaiT[が挙げたディメリットを参考のため掲げておこう。 ’

第1に, プJ ータ^方式では先に述べたように株主のプレッシャ一により留保の「割当て」 促進 

されるとはいえ，妹主が妻際にまけとっていない法人所得に対する税を支払うだけめ資金に不足す 

る株主が多数でてくるであろう。そのと:き現行の48%法人税率では-,個人所得税率最高70% が課せ 

られる株主達にとって十分とはいえないであろう。さりとて48% 以上に法人税率を引上げるなら法 

人留保は減少せざるをえず，経済全体の貯蓄が減少するかもしれない。‘ •

第2に，完全統合型の下では外国の株主と;̂ (i税団体の扱いが問題となる。法人税は全法人所得に 

課されるから，全法人所得が外国の株主や免税団体にもr割当てJ られることになろう。かりに外 

国の妹主や免税0 体は遺付の対象からはずされるなら，舉してどの程族できるかが問題であるが， 

完全統合のコストは大いに減少するであろう。

第3に,妹主に与えられる税額控除は法人所得にすべて48%の法人税率; 課せられると想定して
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決めるわけにはいかない6 1 つには,‘ 全法人が法人所得の最初の5 方ドルについてほ20%と22% の 

低税率が課せられてい.るからである。他方では，多数の租税特別措置により法人税の実効税率が引 

下げられているからである。原則としで，法人段階で’の実効税率は各法人について別々に:算定され 

るべきであるし，多種類の株式を保有する人はそれぞれめ檢式についてそれぞれ異なった実効税 

率で法人税の税額控除を算定すべきである。このような手続きはあまりにも煩雑すぎるとみなされ 

るであろうし，また簡便化された手続きに頼るとすれば不公平とならざるをえない力あろう。

第 4 に，かりに現行の個人所得税率がそのままであるとすると，法人の留保所得に対する最高税 

率は48%から70%に引上げられ累進度が増大しよう0 累進度の増大は税負担の増加を蒙むる人々が 

m く.抵抗するばかりでなく，そのような増税が総貯蓄におよぽす影響を憂うる人々によっても批判 

されよう。 このような批判に対して，個人所得税の最高税率が, たとえば50% に引下げられると 

すれぱ，減収を避けるため低税率階層の税率を引上げねばならず，それは累進度低下につながる 

であろう。 . '

. . . .  ... *

3 . 法人税制の型と .貯 菩 . 投 資

法人税制のあり方をめぐって，.現在アメリ力をはじめとして欧米諸国でさまざまな議論が展開さ 

れている。 とりわけイギリスは，1965年にインピュチーション壁から独立税型に方向転換し，さら 

に1973年には再びイン.ピュ チーショ ン里に復帰しており, その間，とくに両型の是非，とりわけ配 

当は留保よりも重課されるぺきか西かについて様々な譲諭が行なわれた。とこズ、はその譲論を要点 

のみ拾って簡単に展望してみよ

(1) 配当重課の効果をめぐる対立点

配当は窗保にくらべ重課さるべきであると主張し，力、つそめために独☆：税型法人税の優位を強調 

した学者は，Kaldorであ りT. Baloghである。その論点を要約してみる。 .

( i ) 留保にくらべ配当を重課すれば配当にくらべ留保力、;増大するから，配当が相対的に軽課され 

かつ同一の法人税をia担する場合にくらべ，会社の貯蓄は増大する。

0 0 会社の貯蓄が増大すれば，会社部門が利用できる投資資金総額は増大する。なぜなら，若干 

の配当は株主により資本市場をつうじて再投資されるけれども,配当の一部は株主により個人 

消費に向けられるからである。

(iii)会社にとって利用可能な資金が増加すれば，それだけ投資が増大する。

このような配当重課論，したがって独立税型法人税制擁護論に反対する議論は，A. R. Presto 

はじめJ. Chownや A. Rubnerといった学者により展開された。 そ の 主 な は 次 の と お り で  

ぁる。 、

— 27 (95め —
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《り相対的に配当に重課してみても，それは必ずしも配当を減少し留保を增大することにはなら 

ない0

0 0 かりに配当に差別課税したため留保が増大したとしても，その結果は会社間の資金配分の効 

率を損うだけである6 なぜなら, 留保所得は資本m場のテストを受けていないから,非効率的 

な会社が窗保を増大してもその使途が効率的となる保IEはないからである。

(iii)貯蓄が増大したからといって必ずしもそれは投資の増大を意味しない。税制のおかげで留保 

を増大できた会社は，単に資金を増大できただかで生産施設の拡大に投資するとはかぎらないe

(2) 配当重課の量的効果と質的効果

配当に対し相対的に重税となる独立税型の法人税が，果 し て Kaldorらの主張するような効果を 

もちうるか否かにより，独立税型の評価も異なってくるであろう0 とくにイギリスでは，次の2 命 

題をめぐり実® 分析が行なわれた。

U ) 配当重課は会社の貯蓄を増大する効果をもつものではない。

0 0 窗保所得は資本市場で調達される資金よりもま効率的に使用されている。

第 1 の命題は量的効果にかかわっており，第 2 の命題は質的効果にかかわる'も0 である。 もしも 

とれら命題のうち1つでも正しいとされるな.らば，独立税型がもつとされる貯蓄と投資に対する望 

ましい効果は疑わしいとされねぱならない0

( a ) 量的効果の突ilE分 .

最初にこの問題に関する実諷分析を手がけたのは，Rubnerであり1964年に発表された論文では 

独立税塑法人税は会社の貯蓄になんらの影響もおよぽしていないと結諭された。かれの分祈手法は 

単に会社の窗保性向に開する3 ヶ年移動平均を検討したにすぎなかった。したがって, 1967年 

M. S. Feldstein力' ; , 3 ヶ年移動平均の解釈について，Rubnerが絶対水準の変化ではなく絶対水 

準そのものに注目している点で誤まっているという批判を行なったのも当然であった。 Feldstein 

の再解釈によれぱ，独立税型は会社貯蓄の墙大にあずかって力があったとされている。

Feldsteinはさらにアメリカの J. K. L intnerや J, A. Brittairiの手法にもとづき，配当行動 

分析のための精徽なモデルを棉築した。その手法のュッセンスは，配当は長期間にわたりかな,り.安 

定している力S 利潤ならびに留保は循環变動を示しでいるという事美をとり入れたととろにある。 

観察された留保性向は利潤の短期的変励により強く影響されるが，FeWsteinのモデルは，この変 

励を考慮に入れ，’会社が調節しようとしている某期の「理想的」配当性向に対する独立税型法人税 

の影響を測定しようとした。モデルの検定の結果は，独立税型法人税は実際に企業の配当決定に影 

響をおよぼすと半され , それは予磁されたとおり相対的に高い配当課税と相対的に低、目標配当 

性向との間に高度の相明がみいだされたがためである0 

Feldsteinはさらに1970年に~Wi詳細な研究を発ました力;，1971年 に M. A. K in gによらモデ

— 28 (P40) '——
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法人税の型と経済効果

ルにおける税のもたらす効果の特定化が適切セなぃとぃう批半ijをうけた。つまり，Feldsteinは新 

得 効 果 （総租税負担の効果）と代替効果（配当に対する差別的说审の変化の効果）を正しく!̂ ‘別してぃな. 

ぃため，所得効集は代替効果にくらべ過大に表示された結果をもすこらしてぃるとぃう批判である。 

1972年には両者の間で興味ある討論が交わされたが,その焦点れ差別的課税のもたらす効染の規模 

にあてられ，効果の方[いではなかった。 K ingはさらに1974年に塞別的税率と配当につぃての代替 

の弾力性を計測してぃるが，結局のところ配当に対する差別的税率は廣保性向を引上げるとぃう,結 

論を覆えすものではなかった0 

独立税里法人税のもたらす経済効果につぃて，ぃま1つ問われるべき重要な論点として次のごと 

き問題がある6 r'独立税型法人税のように配当に差別的税率を課せられることにより最も被害をう 

ける企業, . または最も利益をうける企寒とはどのような企業か」。この問題はぃってみれぱ差別的 

税率がもたらす企業間のr所得再分配効果丄である。さきのRubner, Feldsteinや K ingの班究 

はすべて法人企業のマクロ分析であるから，法人企業の純貯蓄に対する差別的税率のもたらす効果 

は推定できても，もっと大きな粗貯蓄に対する効果は無視されざるをえなぃ。粗貯まに対する効果 

とは，配当に対する差別的税率の引上げがあると配当性向の低ぃ企業から配当性向の高ぃ企業へと 

税負担の1部がシフトするま 実̂を指してぃる。したがって，差別的税率がもたらす量的効果は，法 

人企業のマクロ分析による純貯蓄に対•する効果の推定よりも一層広沉と考えねばならず, 結局は2 

つのグループの会社のうち，一方の会社グループの貯蓄増加と他方の会社グループの貯蓄减少の差 

引き純額とぃうことになる。このような効果のもろ重要性は1970年に発表されたR. J. Briston & 

C. R. Tomkinsの研究で強調された。

さきに, どのようなタイメの会社が独立税型法人税により利益をうける力、.とぃう問題がだされた 

ホ、それは配当性向の低ぃ会社で'あることはもちろんである。しかし同時に，キ•のような会社が効 

率的企業である'かどうかが問題である。この問題に対■し，ん & G ‘ Whittingtonはィギリ 

スの上場会社につぃて1948年から1960年の期間を対象とし，はぼ次のような結論を免た。すなわち,• 

この期間におぃて配当性向が平均よりも低い会社は，同じく利潤率と成長率が平均よりも高ぃ傾向 

にあるとぃう結論である。これは先に述べた差別的税率のもつ所得再分配効果が効率的でダィナミ 

ックな金業に有利に働くことを意味してぃる。ただしこの結論は,かれらの述ぺるように暫定的と 
理解すべきであろう。 ■

(b) 質的効果の実証分析 '

ここでぃう質的効果とは，留保所得は資本市場をつうずる資金配分上のテストをうけてぃなぃか 

ら，会社間の資金配分に関し非効率ではなぃかという論点である。さきに述ぺたように, Frestや 

Chowttの展開した議識は， 会社の留保所得は非効率にしか利用されてぃなぃからプラスの収益率 

すらあげるこ.とができなぃとする.ものであった。 •

--- 29 {941) —— ■ ‘
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しかし最近では，この問題についてかなり多くの研究がイギリスやアメリ力で行なわれるように 

なった。Whittington (1972年)，Baumol, Heim, Malkiel & Quandt (1970年と1973年)，Friend 

& Husic (I973年)，およびG. A. Racette (19734f0らの斩究がそれで'あり,次のような結論で一 

致していた◊

U ) 会社が利用した留保所得は利益をあげている。

0 0 新株発行により調達された資金は留保所得よりも層利益をあげていネ。

留保所得と新株発行による資金との間でどのくらいの利益の差がみられるめかについては,統許 

的推定との問題に照らしてみると確定的な答えは引出しにくい。しかしさきの研究の結果を檢討し 

てみると，資本市填のもつ資金配分機能に‘ドグャ的な獵い信頼を寄せる理由はみいだせないと結論 

してよい。さらに，窗保所得が使用されるときは利盆をあげていないという主張にいたっては,厳 

密な計量分祈の結果，支持できないことは極めて明らかであるが，しかし同時に，留保所得が使用 

されるときは比缺的利isをあげていないということも極めてありうることである。そこで問題は程 

度の問題となるが，現段階の統計的検証では精5崔な推定値をうるにいナこってはいない。 '

ただここで付け加えるべきは，新株発行により調達された資金が蠻保所得よりも一層利益をあげ 

ることができるといっても，それは必ずしも資本市場のもつ資金配分機能の有効性を保誕するもの 

ではないことである。新株発行による資金を資本市場が効率的に配分することに成功を収めている 

ようにみえても，それは会社の経営者の手腕によるものであっても資本市場のもつま律的機能によ 

るとは必ずしもいいきれないからである。

(3) 論争に関する暫定的結論

これまで法人税の型に応じた経済効果をめぐる論争を要点のみ展望してきたけれども，さちにこ 

こではそめ結論をできるだけ簡潔に耍約しておこう。

<a) 量的効果について

実SE分析の結果, 配当に対する差別的課税は支払配当にあてられる会社利潤の割合を引下げ，そ 

めため留保される割合を引上げるという命題はかなり正しいことが確認できた。また株主はおそら 

く配当の一̂部を貯蓄し資本市場をらうじて巧投資するであろう力;，配当が減少すれぱ株主による個 

ほ蓄もまた減少することも明らかである。その結果，会社の利潤を一*定とすれぱ，配当,が減少し 

株主の貯蓄が減少しても会社による’再投資のための会社貯蓄は増加するであろう。けれども,会社 

刹潤が"^定という仮定も確実ではないうえに，配当に対する差別的課税との間のありうべきフィ一 

ドバック効果の想模はもちろんのこと方向についても，現状では情報らしい情報をもちあわせてい 

ないのである。

<b) 質的効果について ■ *

会社が窗保所得を投资して利益をあげていることはかなり確実であるが，资本市場をつうじ調達

—— 30 (942) 一~~~■ ’
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した資金が投資されると層利益をあげるだろうというfiE左もある。もっとも後者については明確 

に結論さているわけではない。その上，株式ifrfeは会社-̂ 般について将来あげうる利潤業績を予 

測する力に乏しいことが立諷されている。質的効果に関するここでの結論は,問題は未解決のまま 

殘されているということにならざるをえない。ただし，これまで行なわれた数々の実諷分祈にもか 

かわらず未解決ということは，この問題に取り組んだ学夢のなかには資本市場の資金配分機能の重 

耍性を強調しすぎたきらいがあることを意味するものといえよう。

{c) 配当に対する差別的課税について

独立税型法人税による配当に対する差別的課税により，おそらく会社が投資するため利用される 

貯蓄ほ増大するであろう。だが留保が増大すれば，資金利用の有利殖という基準でみると，資本市 

場をつうじて資金配分される場合よりも，会社間の資金配分の効率性は低下するゃあろう。しかし 

また，データと手法の雨面で制約をうけている現段階の実証分析というレベルでは，配当に対する 

差別課税という問題について，それぞれが抱いている強商な見解に最終的結着を与えるととはでき 

ない。結局のところこの問題は,自由市場システムのもつ功罪についての信念が各論者の根底にひ 

そんでいる以上，それぞれが抱いている強固な見解が今後とも持ち越されるにちがいない。

法人税制の型と経済効梁

め

小論では現代法人税制に共通する問題点のうち，法人税と所得税の2重課税の除をめぐる法人 

税制の型を検討し，あわせてその経済効果がどこまで確認されているか展望を試みた。

論ずべき主題がいくつも殘されている力' ; ,なかでも法人税と所得税の蘇合を論ずるならば，キャ 

ピタル，ゲインの側面も含めて間題とすべきであろう。ここではキャピタル，ゲインそれ自体が大 

きな主題となりうるため，敢えて;i tち入ることがなかった。さらに，統合問題の国際的側f f i も，法 

人税の型の選択に重要な制約条件として働くことはすでにみたとおりである。この問題も一主題と 

して独立して議論さるべきであろう。

法人税と所得税をめぐる分析の手法についても，なお考慮すべき問題点が多く殘されてい‘るが，

その点についても他日の課題として取り上げることにしたい0

. -- . .  .,
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